
☆生活保護史上最多も いまだ低捕捉 一層の活用を 日弁連

日本弁護士連合会は、９日、「生活保護利用者数が史上最多となったことを踏ま

え、生活保護制度のより一層の活用を求める会長声明」を発表した。内容は以下の

とおり。

「本日、本年７月時点における生活保護利用者数が２０５万４９５人を数え、生

活保護制度が始まって以来の史上最多に達したと発表された。我が国においては、

生活保護利用者数の増加は、財政負担や不正利用事案の増加とともに報じられ、負

のイメージをもって語られることが多いが、利用者数の増加と財政負担を理由に制

度が縮小されるようなことがあってはならない。

そもそも、生活保護利用者が増加しているのは、長引く不況と非正規雇用の蔓延

によりワーキングプアが増えていること、雇用保険のカバー率が低いなど失業時の

所得保障制度が脆弱であること、高齢化が進んでいるのに最低生活保障としての年

金制度が確立していないことなどに起因している。このように雇用や社会保障制度

が生活保障の役割を果たしていない中、生活保護制度は、最後のセーフティネット

として一手に生活困窮者の生活を下支えしているのであり、この制度の利用によっ

て２０５万４９５人を超える人々の「いのち」が支えられているという積極的な側

面を決して看過してはならない。また、生活保護利用者が増えたとはいえ、これま

でに生活保護利用者数が最多数であった１９５１年の利用者数は２０４万６６４６

人であるが、当時の人口は８４５７万人で生活保護の利用率は２．４％であった。

これに対し、現在の人口は１億２６９１万人であるから、利用率は未だ１．６％に

とどまる。すなわち、利用者数が現在の１．５倍となって初めて１９５１年と同レ

ベルということができるのである。

また、我が国における利用者数や総人口比での利用率は、先進諸外国に比べると

未だに著しく低いレベルにとどまっている。すなわち、ドイツ（人口８１７７万人）

における生活保護に相当する制度の利用率は９．７％で利用者数は７９３万人（２

００９年末）、フランス（人口６５０３万人）における利用率は５．７％で利用者

数は３７２万人（２０１０年９月）、イギリス（人口６２００万人）における利用

率は９．３％で利用者数は５７４万人（２０１０年８月）に達しており、我が国の

３．６倍から６倍の受給率である。このように、我が国における利用率や利用者数

が先進諸国に比して著しく低いのは、制度の利用資格のある人のうち２割弱の人し

か利用し得ていないという、極めて低い捕捉率に原因がある。
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生活保護制度が憲法２５条の生存権保障を具体化する重要な制度であることに鑑みれば、利用者

数の増加と財政負担を理由に制度が縮小されるようなことがあってはならない。生活保護制度が市

民の生存権の保障にとって不可欠な制度である以上、必要とする人がもれなく制度を利用できるよ

うにするとともに、利用者数の増加への対策としては、低賃金の不安定雇用をなくし、生活保護制

度以外の社会保障制度を拡充することによって対応するべきである」。

☆日弁連声明 被災地における生活保護打切り問題の是正を

日本弁護士連合会は、９日、「被災地における義援金等の受領による生活保護打切り問題の是正

を求める会長声明」を発表した。概要は以下のとおり。

「本年５月２日付け厚生労働省社会・援護局保護課長通知『東日本大震災による被災者の生活保

護の取扱いについて（その３）』（以下、「課長通知」という。）では、第一次義援金等について、

使途確認をしない包括的一定額計上による収入認定除外が認められているにもかかわらず、実際に

実施している地域は１８か所（回答数のうち約１９％）にとどまり、課長通知の趣旨が徹底されて

いないことが明らかとなった」。

「収入認定除外を求める自立更生計画書には、被災によって再購入を要する家財道具等のみなら

ず、生業費（免許・資格取得費用等）、教育費（子どもの学用品、塾、部活動費等）、介護費等を

計上することが認められており、こうした費用を積み上げれば、容易に、受領した義援金や仮払補

償金等の額を上回り得る。しかし、この点を『知らない』又は『説明していない』と回答した地域

も少なくなく、『説明した』と回答した５８か所の中でも、同計画書に実際に生業費等を計上した

実例があるのは約３８％（２２か所）にとどまる。被保護世帯の自立助長を考慮した実質的な説明

と調査がなされているのか疑問が残る」、「被災地全体において、生活保護法や関連通知の趣旨が

徹底されていないといえる。大震災は、平時の社会保障実務の脆弱性をあぶり出すといわれるが、

まさしくそうした実態が明らかになったのである」、「一方で、適切な対応で生活保護の打切りを

回避している地域もあり、こうした法の理念に沿う実践例が広く共有されるべく、厚生労働省に対

し、全国の福祉事務所に対して改めて通知を発するなどして適切な指導を行うこと、及び、関係自

治体に対し、適切な対応を求める」。

☆国際講演会「フィンランドの家族と福祉
～“子どもの貧困”克服への手がかり」

２３日午後１時から「お茶の水女子大学」（東京都文京区大塚２－１－１）共通講義棟２号館２

０１教室で開かれる。フィンランドでの家族や子育てについての問題意識を分かち合いつつ、日本

の子どもの貧困問題解決の方向性を考えるシンポジウム。

多重債務・貧困対策のニュースをマスコミ、国会議員の方々にお知らせしています。
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